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なぜ賠償制限条款が無効か
一、事実経緯
2010年１月20日、某玩具製造会社は上海海陽貨物運営代理有限公司（以下、原告と称する）に300箱玩具を蘇州から天津まで運送することを依頼した。原告はその貨物運送を上海天達物流有限公司（以下、被告と称する）に再委託した。当日夜、被告の担当運転手は上海から天津へ運転する途中、暴風雨が車両のカバーシートの一部を吹き飛ばしたことに気づかなかったので、玩具が水つき、損害を受けた貨物価値は150万元余及んだ。
原告は損害した貨物を補修したうえ、受取人三社及び依頼人に対して30万元余を賠償した。その後、原告は被告に賠償を請求したが、被告は、双方が書名した「上海天達物流有限公司運送状」の裏面に決めた協議事項により発送者が「価値付保」をしなかった場合、一旦貨物が破損したら、運送公司が今回貨物運送費により補償し、多くても運賃の１倍を超えないと断った。
2010年末、原告と被告との間で被告が原告の為に貨物を運送し、運送費で損失に充てる方式により、原告の損失した15万元を相殺することで合意に達した。但し、その協議を履行されないまま、原告は被告を裁判所に訴え、40万元余を請求した。
二、判決の趣旨
裁判所は、貨物運送状の裏面にある「協議事項」第一条が賠償制限条款に当たるが、たとえ制限条項が合法で有効であっても、該当条項があらゆる状況下における貨物破損賠償に適合するわけではならない。運送人の故意または重大過失によって貨物に毀損または滅失を齎し、例え賠償制限条項が有効で合法だとしても、該当条項を適用し、賠償金額を確定することが出来ないと考えた。本案では、被告は保険公司に提出した事故報告の中に注意不足の誤りの存在を自認したので、ゆえに本案が該当賠償制限条款を適用してはならない。よって原告に対して貨物損失の賠償として15万元を支払えと判決を下した。
三、ポイント
１、「賠償制限条款」はどこまで適用されるか
「賠償制限条項」は運送契約における一般的な格式条款として、運送業務上よく使われている。現実に依頼者が貨物に「価値付保」をしなかったことを理由に、「賠償制限条項」を悪用し、賠償責任を逃れようとする運送業者は決して少なくない。しかし、本案のように運送人は、｢業務上故意または重大な過失｣を立証された場合、「賠償制限条款」により賠償金額を限定するための切札が利かなくなった。
2、係争貨物の損失金額はいくら？
本案では原告は委託者および受取人に対して合計40万元を賠償した金額で計算すべきと主張したが、裁判所は貨物損失の数量、程度,価値に関する原告の直接証拠がないし、受取人が大多数の修復した玩具を受取ったことに鑑み、原告の要求する賠償の根拠が乏しいと判断した。
３、締結した｢協議書｣は有効か
本案にかかわる該当協議書は最終的に履行されなかったが、効力を失わなず、且つある程度双方が当時客観損失を認めたことを反映し、貨物の実損金額を評価できない状況のもとで、双方の当時の真実の意思を尊重すべき。
４、未然防止策

貨物運送のトラブルが発生した場合、国家郵政総局に申し入れ或いは民事訴訟の方式によって同質の賠償を求めることが出来るが、現行関連法律の整備の不十分さもあって、類似の民事判決の判決に地域によってかなり幅があるようである。従って、貴重な貨物の運送際、価値付保をするほか、貨物の価値を認定するために、運送状に貨物の内容、名称など詳細に記入すべき。


会社債権の出資権転換登記管理弁法

一、背景

国内中小企業向の融資難と、中央政府が打出した経済発展モデルの転換、産業構造のレベルアップの方針、および企業間の吸収合併に必要な資金の調達に対応する為に債権による出資を導入する必要性を認識した国家工商行政管理総局は、企業の債務負担の軽減、運転資金不足の解消、破産企業の再生計画の実現、並びに企業の融資能力の向上を実現するために、2011年11月23日付「会社債権の出資権転換登記管理弁法」「以下本弁法と称する」を公布し、2012年1月1日から施行することを決めた。本稿では、実務の観点から要点をまとめた。

二、債権の出資権転換
債権の出資権転換とは、債権人は法によって享有する中国国内に設立した有限責任会社または株式会社(以下、会社と通称する)に対する債権を会社の出資権に転換し、会社の登録資本を増やす行為である。

三、適用範囲

債権の出資権転換の登録管理は下記のいずれかの情況に当たる場合、本弁法に適用する。

１、会社の経営中、債権者が会社との間で発生した契約の債は会社の出資権に転換され、債権者はすでに債権に相応する契約義務を履行し、且つ法律、行政法規、国務院決定或いは会社定款の禁止規定に違反しないこと。
２、人民法院の発効した判決が確認した債権は会社の出資権に転換されたこと。

３、会社破産再生或いは和解期間において、人民法院によって批准された再生計画或いは裁定で認可された和解協議の債権は会社の出資権に転換されたこと。

四、資本転換の上限

債権の出資権転換の値打をつける出資金額とその他非貨幣財産との合計額は会社登録資本金の70％を上回ってはならない。

五、専門評価機構の評価

１、債権の出資権への転換は法によって設立された資産評価機構が評価しなければならない。

２、更に債権の出資権への転換は法によって設立された験資機構が験資し、且つ験資証明を発行しなければならない。験資証明には下記内容を含まないといけない。

①債権の基本状況、債権発生時間及び原因、契約当事者姓名または名称、契約対象物、債権に対応する義務の履行情況

②債権の評価情況、評価機構の名称、評価報告の文書号、評価基準日、評価値

③債権の出資権への転換の完成情況、締結した債権の出資権への転換の協議、債権人が免除した会社の関連債務、会社の関連会計処理

④債権の資持権への転換は法によって申請許可された情況

六、登記

１、債権の出資権への転換について、会社は法によって会社登記機関に登記資本及び実收資本の変更登記を申請しなければならない。

２、会社が株主(総)会に提出する決議は債権の値打をつける出資金額が「会社法」及び会社定款の規定に合致したことを確認しなければならない。

３、会社登記機関は債権の持分権への転換に対応する出資方式を「債権の出資権への転換」として登記しなければならない。

４、債権の出資権への転換に関する会社の登記情報は会社登記機関が社会に公開しなければならない。

七、結び

１、本弁法は会社債権を出資権に転換する範囲を限度的に開放し、債権人が会社に対する直接的な債権を会社の出資権を転換することのみを適用し、第三者の債権による出資など状況を認めない。

２、債権の出資権への転換はその他の非貨幣出資方式と比べ、債権を実現するには不確定、形式の非法定、内容の非公開など特徴が見られ、債権による出資のリスク、例えば、期限満了の債権の実現不可、債権価値の不合理的な評価、及び当事者の偽造した債権などの存在によって会社の登録資本増の虚構を齎し、その他の利害関係者の権益の実現に影響を及ぼす恐れがあることに留意するよう。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	会社債権の出資権転換登記管理弁法（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/01/01 

	2
	工業と情報化部の消費品工業業界基準制定管理実施細則（暫定）の配布に関する通知
	2011/11/10

	3
	財政部、国家税務総局の交通輸送業及び部分現代サービス業営業税の増値税徴収変更テスト実施弁法
	2011/11/16

	4
	財政部、国家税務総局の資源総合利用製品及び労務増値税政策の調整完備に関する通知
	2011/11/21

	5
	国家工商行政管理総局の会社の合併分立登記の最善化と企業買収再建の支持に関する意見
	2011/11/28

	6
	財政部、国家税務総局の営業税の増値税徴収変更テスト方案の配布に関する通知
	2011/12/01

	7
	財政部、国家発展改革委員会の小型零細企業部分行政事業性費用の免除に関する通知
	2011/12/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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